















































































（例）［17］Samuelson, P.A. 1964, Economics : An Introductory Analysis, 6th ed., New York,
McGraw- Hill, pp.15-18. （下線部はイタリックとします）
（2）単行本
［番号］著者，出版年，書名（イタリック），版次，出版地，出版社，引用ページ。





（例）［17］Chakravarty, S. and R.S. Echaus, 1961,“Choice Elements in International Plan-ning”, in
Capital Formation and Economic Development, ed. P.N.Rosen-stein-Rodan, London, Allen &
Urwin, pp.68-82. 
（b）雑誌論文：［番号］執筆者，号年月，“論文名”，雑誌名（イタリック），巻，引用ページ。
（例）［17］Lokanathan, P.S. Jan./Mar.1968,“Regional Co-operation and Development”, Indian
Economic Journal, Vol.15, No.3, pp.396-398.
（4）新聞
新聞名（イタリック），出版地，日 月，年。
（例）The Jerusalem Post,Jerusalem,12 April,1971.
（5）未刊行物
著書、論文とも既刊行物に準じて記載し、出版予定年の後に（unpublished）と注記
する。
８-３．引用・参考文献の表記
原則として下記のように表記の仕方を簡略化する。
例）
［17］、
［17］によれば
［17］で指摘するように･･･など
･･･［17］である。
ページを表示する場合は［17、p.２.］
先に指摘したように［17］
９．その他
論文には目次をつける。
論題、氏名には各々英文題名、英文氏名を別紙にて提出する。
論文末尾に氏名、所属等を入れても良い。
共著の場合、各著者の担当箇所を論文末に原則として明記する。
付１．本要項は、2005年４月６日以降適用されるものとする。
２．本要項は、改正（４.５.７.８-１.８-２.８-３）により2006年２月17日以降適用されるものとする。
３．本要項は、改正（１）により2007年２月14日以降適用されるものとする。
４．本要項は、改正（８-１,８-２,８-３）により2008年４月１日以降適用されるものとする。
５．本要項は、改正（１）により2009年４月１日以降適用されるものとする。なお、この改正要項の適用以前
に電子化・公開された紀要掲載論文等の著作権については、この改正要項により処理されたものとみなす。
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